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災害対策基本法（抜粋） 
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第１章 総 則 

 

（国の責務） 

第３条 国は、国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護する使命を有することに

かんがみ、組織及び機能のすべてをあげて防災に関し万全の措置を講ずる責務を有する。 

２ 国は、前項の責務を遂行するため、災害予防、災害応急対策及び災害復旧の基本となるべ

き計画を作成し、及び法令に基づきこれを実施するとともに、地方公共団体、指定公共機関、

指定地方公共機関等が処理する防災に関する事務又は業務の実施の推進とその総合調整を行

ない、及び災害に係る経費負担の適正化を図らなければならない。 

３ 指定行政機関及び指定地方行政機関は、その所掌事務を遂行するにあたつては、第１項に

規定する国の責務が十分に果たされることとなるように、相互に協力しなければならない。 

４ 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長は、この法律の規定による都道府県及び市町

村の地域防災計画の作成及び実施が円滑に行なわれるように、その所掌事務について、当該

都道府県又は市町村に対し、勧告し、指導し、助言し、その他適切な措置をとらなければな

らない。 

 

（都道府県の責務） 

第４条 都道府県は、当該都道府県の地域並びに当該都道府県の住民の生命、身体及び財産を

災害から保護するため、関係機関及び他の地方公共団体の協力を得て、当該都道府県の地域

に係る防災に関する計画を作成し、及び法令に基づきこれを実施するとともに、その区域内

の市町村及び指定地方公共機関が処理する防災に関する事務又は業務の実施を助け、かつ、
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その総合調整を行なう責務を有する。 

２ 都道府県の機関は、その所掌事務を遂行するにあたつては、前項に規定する都道府県の責

務が十分に果たされることとなるように、相互に協力しなければならない。 

 

（市町村の責務） 

第５条 市町村は、基礎的な地方公共団体として、当該市町村の地域並びに当該市町村の住民

の生命、身体及び財産を災害から保護するため、関係機関及び他の地方公共団体の協力を得

て、当該市町村の地域に係る防災に関する計画を作成し、及び法令に基づきこれを実施する

責務を有する。 

２ 市町村長は、前項の責務を遂行するため、消防機関、水防団等の組織の整備並びに当該市

町村の区域内の公共的団体等の防災に関する組織及び住民の隣保協同の精神に基づく自発的

な防災組織（第８条第２項において「自主防災組織」という。）の充実を図り、市町村の有す

るすべての機能を十分に発揮するように努めなければならない。 

３ 消防機関、水防団その他市町村の機関は、その所掌事務を遂行するにあたつては、第１項

に規定する市町村の責務が十分に果たされることとなるように、相互に協力しなければなら

ない。 

 

（住民等の責務） 

第７条 地方公共団体の区域内の公共的団体、防災上重要な施設の管理者その他法令の規定に

よる防災に関する責務を有する者は、法令又は地域防災計画の定めるところにより、誠実に

その責務を果たさなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、地方公共団体の住民は、自ら災害に備えるための手段を 講

ずるとともに、自発的な防災活動に参加する等防災に寄与するように努めなければならない。 

 

 

第５章 災害応急対策 

 

第１節 通 則（災害応急対策及びその実施責任） 

 

第 50 条 災害応急対策は、次の各号に掲げる事項について、災害が発生し、又は発生するおそ

れがある場合に災害の発生を防禦し、又は応急的救助を行なう等災害の拡大を防止するため

に行なうものとする。 

一 警報の発令及び伝達並びに避難の勧告又は指示に関する事項 

二 消防、水防その他の応急措置に関する事項 

三 被災者の救難、救助その他保護に関する事項 

四 災害を受けた児童及び生徒の応急の教育に関する事項 
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五 施設及び設備の応急の復旧に関する事項 

六 清掃、防疫その他の保健衛生に関する事項 

七 犯罪の予防、交通の規制その他災害地における社会秩序の維持に関する事項 

八 緊急輸送の確保に関する事項 

九 前各号に掲げるもののほか、災害の発生の防禦又は拡大の防止のための措置に関する事

項 

２ 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定

公共機関及び指定地方公共機関その他法令の規定により災害応急対策の実施の責任を有する

者は、法令又は防災計画の定めるところにより、災害応急対策を実施しなければならない。 

 

（情報の収集及び伝達） 

第 51 条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、

指定公共機関及び指定地方公共機関、公共的団体並びに防災上重要な施設の管理者（以下第

58 条において「災害応急対策責任者」という。）は、法令又は防災計画の定めるところにより、

災害に関する情報の収集及び伝達に努めなければならない。 

 

（防災信号） 

第 52 条 市町村長が災害に関する警報の発令及び伝達、警告並びに避難の勧告及び指示のため

使用する防災に関する信号の種類、内容及び様式又は方法については、他の法令に特別の定

めがある場合を除くほか、内閣府令で定める。何人も、みだりに前項の信号又はこれに類似

する信号を使用してはならない。 

 

（被害状況等の報告） 

第 53 条 市町村は、当該市町村の区域内に災害が発生したときは、政令で定めるところにより、

速やかに、当該災害の状況及びこれに対して執られた措置の概要を都道府県（都道府県に報

告ができない場合にあつては、内閣総理大臣）に報告しなければならない 

２ 都道府県は、当該都道府県の区域内に災害が発生したときは、政令で定めるところにより、

速やかに、当該災害の状況及びこれに対して執られた措置の概要を内閣総理大臣に報告しな

ければならない。 

３ 指定公共機関の代表者は、その業務に係る災害が発生したときは、政令で定めるところに

より、すみやかに、当該災害の状況及びこれに対してとられた措置の概要を内閣総理大臣に

報告しなければならない。 

４ 指定行政機関の長は、その所掌事務に係る災害が発生したときは、政令で定めるところに

より、すみやかに、当該災害の状況及びこれに対してとられた措置の概要を内閣総理大臣に

報告しなければならない。 

５ 第１項から前項までの規定による報告に係る災害が非常災害であると認められるときは、
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市町村、都道府県、指定公共機関の代表者又は指定行政機関の長は、当該非常災害の規模の

把握のため必要な情報の収集に特に意を用いなければならない。 

６ 内閣総理大臣は、第１項から第４項までの規定による報告を受けたときは、当該報告に係

る事項を中央防災会議に通報するものとする。 

 

第２節 警報の伝達等 

 

（発見者の通報義務等） 

第 54 条 災害が発生するおそれがある異常な現象を発見した者は、遅滞なく、その旨を市町村

長又は警察官若しくは海上保安官に通報しなければならない。 

２ 何人も、前項の通報が最も迅速に到達するように協力しなければならない。 

３ 第１項の通報を受けた警察官又は海上保安官は、その旨をすみやかに市町村長に通報しな

ければならない。 

４ 第１項又は前項の通報を受けた市町村長は、地域防災計画の定めるところにより、その旨

を気象庁その他の関係機関に通報しなければならない。 

 

（都道府県知事の通知等） 

第 55 条 都道府県知事は、法令の規定により、気象庁その他の国の機関から災害に関する予報

若しくは警報の通知を受けたとき、又は自ら災害に関する警報をしたときは、法令又は地域

防災計画の定めるところにより、予想される災害の事態及びこれに対してとるべき措置につ

いて、関係指定地方行政機関の長、指定地方公共機関、市町村長その他の関係者に対し、必

要な通知又は要請をするものとする。 

 

（市町村長の警報の伝達及び警告） 

第 56 条 市町村長は、法令の規定により災害に関する予報若しくは警報の通知を受けたとき、

自ら災害に関する予報若しくは警報を知つたとき、法令の規定により自ら災害に関する警報

をしたとき、又は前条の通知を受けたときは、地域防災計画の定めるところにより、当該予

報若しくは警報又は通知に係る事項を関係機関及び住民その他関係のある公私の団体に伝達

しなければならない。この場合において、必要があると認めるときは、市町村長は、住民そ

の他関係のある公私の団体に対し、予想される災害の事態及びこれに対してとるべき措置に

ついて、必要な通知又は警告をすることができる。 

 

（通信設備の優先利用等） 

第 57 条 前２条の規定による通知、要請、伝達又は警告が緊急を要するものである場合におい

て、その通信のため特別の必要があるときは、都道府県知事又は市町村長は、他の法律に特

別の定めがある場合を除くほか、政令で定めるところにより、電気通信事業法（昭和 59 年法
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律第 86 号）第２条第５号に規定する電気通信事業者がその事業の用に供する電気通信設備を

優先的に利用し、若しくは有線電気通信法（昭和 28 年法律第 96 号）第３条第４項第３号に

掲げる者が設置する有線電気通信設備若しくは無線設備を使用し、又は放送法（昭和 25 年法

律第 132 号）第２条第３号の２に規定する放送事業者（同条第３号の４に規定する受託放送

事業者（以下「受託放送事業者」という。）を除く。）に放送を行うこと（同条第３号の５に

規定する委託放送事業者にあつては、受託放送事業者に委託して放送を行わせること）を求

めることができる。 

 

第３節 事前措置及び避難 

 

（市町村長の出動命令等） 

第 58 条 市町村長は、災害が発生するおそれがあるときは、法令又は市町村地域防災計画の定

めるところにより、消防機関若しくは水防団に出動の準備をさせ、若しくは出動を命じ、又

は警察官若しくは海上保安官の出動を求める等災害応急対策責任者に対し、応急措置の実施

に必要な準備をすることを要請し、若しくは求めなければならない。 

 

（市町村長の事前措置等） 

第 59 条 市町村長は、災害が発生するおそれがあるときは、災害が発生した場合においてその

災害を拡大させるおそれがあると認められる設備又は物件の占有者、所有者又は管理者に対

し、災害の拡大を防止するため必要な限度において、当該設備又は物件の除去、保安その他

必要な措置をとることを指示することができる。 

２ 警察署長又は政令で定める管区海上保安本部の事務所の長（以下この項、第 64 条及び第

66 条において「警察署長等」という。）は、市町村長から要求があつたときは、前項に規定す

る指示を行なうことができる。この場合において、同項に規定する指示を行なつたときは、

警察署長等は、直ちに、その旨を市町村長に通知しなければならない。 

 

（市町村長の避難の指示等） 

第 60 条 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身体を災害か

ら保護し、その他災害の拡大を防止するため特に必要があると認めるときは、市町村長は、

必要と認める地域の居住者、滞在者その他の者に対し、避難のための立退きを勧告し、及び

急を要すると認めるときは、これらの者に対し、避難のための立退きを指示することができ

る。 

２ 前項の規定により避難のための立退きを勧告し、又は指示する場合において、必要がある

と認めるときは、市町村長は、その立退き先を指示することができる。 

３ 市町村長は、第１項の規定により避難のための立退きを勧告し、若しくは指示し、又は立

退き先を指示したときは、すみやかに、その旨を都道府県知事に報告しなければならない。 
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４ 市町村長は、避難の必要がなくなつたときは、直ちに、その旨を公示しなければならない。

前項の規定は、この場合について準用する。 

５ 都道府県知事は、当該都道府県の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害の発

生により市町村がその全部又は大部分の事務を行うことができなくなつたときは、当該市町

村の市町村長が第１項、第２項及び前項前段の規定により実施すべき措置の全部又は一部を

当該市町村長に代わつて実施しなければならない。 

６ 都道府県知事は、前項の規定により市町村長の事務の代行を開始し、又は終了したときは、

その旨を公示しなければならない。 

７ 第５項の規定による都道府県知事の代行に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

（警察官等の避難の指示） 

第 61 条 前条第１項の場合において、市町村長が同項に規定する避難のための立退きを指示す

ることができないと認めるとき、又は市町村長から要求があつたときは、警察官又は海上保

安官は、必要と認める地域の居住者、滞在者その他の者に対し、避難のための立退きを指示

することができる。前条第２項の規定は、この場合について準用する。 

２ 警察官又は海上保安官は、前項の規定により避難のための立退きを指示したときは、直ち

に、その旨を市町村長に通知しなければならない。 

３ 前条第３項及び第４項の規定は、前項の通知を受けた市町村長について準用する。 

 

第４節 応急措置 

 

（市町村の応急措置） 

第 62 条 市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしてい

るときは、法令又は地域防災計画の定めるところにより、消防、水防、救助その他災害の発

生を防禦し、又は災害の拡大を防止するために必要な応急措置（以下「応急措置」という。）

をすみやかに実施しなければならない。 

２ 市町村の委員会又は委員、市町村の区域内の公共的団体及び防災上重要な施設の管理者そ

の他法令の規定により応急措置の実施の責任を有する者は、当該市町村の地域に係る災害が

発生し、又はまさに発生しようとしているときは、地域防災計画の定めるところにより、市

町村長の所轄の下にその所掌事務若しくは所掌業務に係る応急措置を実施し、又は市町村長

の実施する応急措置に協力しなければならない。 

 

（市町村長の警戒区域設定権等） 

第 63 条 災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、人の生命又は身体に

対する危険を防止するため特に必要があると認めるときは、市町村長は、警戒区域を設定し、

災害応急対策に従事する者以外の者に対して当該区域への立入りを制限し、若しくは禁止し、
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又は当該区域からの退去を命ずることができる。 

２ 前項の場合において、市町村長若しくはその委任を受けて同項に規定する市町村長の職権

を行なう市町村の職員が現場にいないとき、又はこれらの者から要求があつたときは、警察

官又は海上保安官は、同項に規定する市町村長の職権を行なうことができる。この場合にお

いて、同項に規定する市町村長の職権を行なつたときは、警察官又は海上保安官は、直ちに、

その旨を市町村長に通知しなければならない。第１項の規定は、市町村長その他同項に規定

する市町村長の職権を行うことができる者がその場にいない場合に限り、自衛隊法（昭和 29

年法律第 165 号）第 83 条第２項の規定により派遣を命ぜられた同法第８条に規定する部隊等

の自衛官（以下「災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官」という。）の職務の執行について準

用する。この場合において、第１項に規定する措置をとつたときは、当該災害派遣を命ぜら

れた部隊等の自衛官は、直ちに、その旨を市町村長に通知しなければならない。 


